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137 約128万人・時

/日
平成23年度 約129万人・時

/日

約128万人・時

/日

約124万人・時

/日

約123万人・時

/日
集計中 約121万人・時

/日
平成28年度

138 59.1% 平成21年度 60.2% 60.9% 61.7% 集計中 集計中 63% 平成28年度
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625,276 628,207 358,461 238,590

〈1,843,410〉 〈1,849,571〉 〈46〉 〈0〉

(391,792) (527,618)

(〈1,093,464〉) (〈1,836,456〉)

評価結果 目標値初期値
22年度

112

（４）
高速道路ネットワークの利活用
に関する検討経費
（平成26年度）

290

関連する
業績指標
等番号

達成手段の目標（27年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

第169回国会内閣総理大臣施政方針演説（平成20年1月18日）「開かずの踏切の解消など、国民生活に欠かすことのできない対策は実施しなければなりませ
ん。」

高速道路ネットワークの利活用の観点から、本施策は、平成26年4月から実施している新たな高速道路料金等（交通量、旅行速度、渋
滞量、観光等）について、データ整理、分析を行うものである。

-
交通データ（ETCデータ）の分析数

NEXCO３社の高速自動車国道の年間交通量

27年度
行政事業レビュー

事業番号

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

23年度 24年度

直轄国道（一般国道のうち、政令で指定する区間）等の新設・改築等を実施。
主な事業としては、高規格幹線道路、地域高規格道路、バイパス等の整備等を実施。

25年度 26年度

27年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要

開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間

・社会資本整備重点計画（閣議決定）において、開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間については、平成28年度までに121万人・
時/日にすることとされている。
・今後予定される連続立体交差事業や道路の立体化により削減が見込まれる開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間を踏まえ目
標値を設定。

都市計画道路（幹線道路）の整備率
・社会資本整備重点計画（閣議決定）において、都市計画道路（幹線道路）の整備率については、平成28年度までに63%にすることとさ
れている。
・これまでの都市計画道路（幹線道路）の整備率の実態等を踏まえ目標値を設定。

26年度
（百万円）

（１）
道路事業（直轄・改築等）
（昭和27年度）

029

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

施策目標の概要及び達成すべき目標 渋滞対策をはじめとした交通の快適性・利便性向上を図ることで、道路交通の円滑化を推進する。
施策目標の
評価結果

８　都市・地域交通等の快適
性、利便性の向上

政策評価実施
予定時期

業績指標等

実績値

業績指標等の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

目標年度

平成２７年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２７－㉙）

施策目標 ２９　道路交通の円滑化を推進する 担当部局名
・道路局路政課（課長　平田　研）
・都市局街路交通施設課（課長　神
田　昌幸）

道路局 作成責任者名

（２）
道路事業（補助等）
（昭和23年度）

176-1
補助国道（一般国道のうち、政令で指定する区間以外）、都道府県道及び市町村道の新設・改築、修繕等について、地方公共団体等に
補助を行う

112

（３）
有料道路事業等
（昭和43年度）

176-2

　高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援すること及び地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を
図ること等を目的とする。
　首都高速道路（株）及び阪神高速道路（株）が行う新設・改築に要する資金の一部を貸付ける独立行政法人日本高速道路保有・債務
返済機構に対する出資・東日本高速道路（株）等が施行するスマートインターチェンジ整備事業に要する資金の一部を貸付ける独立行
政法人日本高速道路保有・債務返済機構に対する補助・地方道路公社が施行する有料道路事業に要する資金の一部貸付け　等

112

-

-

-

（５）
新技術の導入による公共交通
の利用推進に関する検討調査
（平成27年度）

新27-033
利便性の高い新たな公共交通システムを構築するためには、多くの都市で基幹的な公共交通となるバス交通の高度化（BRT導入）な
ど、利用環境の改善を進めることが必要であるため、道路空間の維持管理や既存自動車交通への影響等を加味し、バリアフリー化や
大量乗降可能なバス停などの技術的検討を行う。

-
講習会・研修会等の開催回数

BRT導入等の検討都市数


